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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第43期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

営業収益 (百万円) 31,060

経常利益 (百万円) 25,087

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(百万円) 17,330

四半期包括利益 (百万円) 17,095

純資産額 (百万円) 194,267

総資産額 (百万円) 425,362

１株当たり四半期純利益 (円) 252.20

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

(円) －

自己資本比率 (％) 45.7
 

　

回次
第43期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 86.28
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第３四半期連結累計期

間および前第３四半期連結会計期間ならびに前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりま

せん。

３．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

４．当社は第35期より「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」、第42期より「役員向け株式交付信託」を導入しており

ます。「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」および「役員向け株式交付信託」が保有する当社株式を、１株当た

り情報の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６．第43期より、第１四半期連結累計期間および第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー

計算書の開示を省略しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、非連結子会社であった株式会社全国ビジネスパートナー、あけぼの債権回収株式会社、みのり信用保証株式

会社および筑波信用保証株式会社の重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めておりま

す。

この結果、2022年12月31日現在では、当社グループは、当社および子会社４社により構成されることとなりまし

た。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更

はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期間お

よび前連結会計年度末との比較分析は行っておりません。

 

(1) 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症対策と社会経済活動の両立を図

る取り組みにより、個人消費および雇用・所得環境・企業収益の一部について持ち直しの動きがみられたものの、

世界的な金融引き締め政策による景気の下振れリスクから先行き不透明な状況が続きました。

住宅市場につきましては、政府の住宅取得支援策や住宅ローンの低金利環境が継続したものの、新設住宅着工戸

数が、前年同期を下回りました。住宅ローン市場につきましては、金融機関による金利競争が続くなか、住宅市場

同様に弱い動きとなりました。

このような事業環境のもと、当社は中期経営計画「Beyond the Border」の最終年度として、基本方針である「事

業規模拡大」、「事業領域拡大」ならびに「企業価値向上」の課題を中心に各種施策に取り組んでまいりました。

事業規模拡大におきましては、金融機関との関係強化や既存住宅ローン市場へのアプローチに取り組みました。

金融機関との関係強化につきましては、提携金融機関の利用率向上のため、当社保証商品の説明会や勉強会を実施

したほか、住宅ローン獲得に向けた営業推進にお役立ていただくため、例年ご好評いただいております住宅ローン

キャンペーンを、2022年11月１日から2023年２月28日までの期間にて実施することといたしました。また利便性向

上に向けた取り組みとして、デジタルを活用したサービスの提供に努めました。既存住宅ローン市場へのアプロー

チにつきましては、他社の保証債務承継に向けた提案活動を行いました。

事業領域拡大におきましては、住宅購入者、住宅販売者ならびに金融機関の住宅ローンに関する課題を解決する

べく、WEB申込とAI審査を利用した住宅ローン申込スキームの実証実験を継続しました。子会社を活用した事業領域

拡大につきましては、金融機関から管理回収業務を受託するための提案活動を実施したほか、他社で対応できない

信用保証の領域拡大に引き続き取り組みました。

企業価値向上におきましては、2022年11月にTCFD提言への賛同表明および情報開示を実施したほか、人材育成や

女性活躍推進など重要課題（マテリアリティ）解決に向けた取り組みを着実に進めました。

こうした取り組みの結果、営業収益は31,060百万円、営業利益は23,902百万円、経常利益は25,087百万円、親会

社株主に帰属する四半期純利益は17,330百万円となりました。

なお、当社グループの報告セグメントは「信用保証事業」のみであるため、セグメント情報の記載を省略してお

ります。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、425,362百万円となりました。

流動資産は、164,564百万円となりました。この主な内訳は、現金及び預金145,317百万円であります。

固定資産は、260,798百万円となりました。この主な内訳は、投資有価証券232,324百万円であります。

負債合計は、231,095百万円となりました。

流動負債は、26,420百万円となりました。この主な内訳は、前受収益17,454百万円であります。

固定負債は、204,674百万円となりました。この主な内訳は、長期前受収益174,287百万円であります。

純資産合計は、194,267百万円となりました。この主な内訳は、利益剰余金183,724百万円であります。
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(3) 会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

当第３四半期連結累計期間において、会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定について重要な変更はあり

ません。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,871,790 68,871,790
東京証券取引所
(プライム市場)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い、当社における標準と
なる株式であります。
単元株式数は100株であ
ります。

計 68,871,790 68,871,790 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

― 68,871,790 ― 10,703 ― 637
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 500
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 68,810,100
 

688,101
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない、当社における標準
となる株式であります。

単元未満株式 普通株式 61,190
 

― ―

発行済株式総数 68,871,790 ― ―

総株主の議決権 ― 688,101 ―
 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として株式会社

日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式64,300株（議決権の数643個）および役員向け株式交付

信託の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式84,000株（議決権の数840

個）を含めております。

 

② 【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
全国保証株式会社

東京都千代田区大手町
二丁目１番１号

500 ― 500 0.00

計 ― 500 ― 500 0.00
 

（注）株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株

式64,300株および役員向け株式交付信託の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する

当社株式84,000株は、上記自己株式に含めておりません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりませ

ん。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：百万円)

          
当第３四半期連結会計期間

(2022年12月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 145,317

  求償債権 15,196

  有価証券 10,421

  その他 2,214

  貸倒引当金 △8,584

  流動資産合計 164,564

 固定資産  

  有形固定資産 380

  無形固定資産 921

  投資その他の資産  

   投資有価証券 232,324

   長期貸付金 3,424

   長期預金 19,000

   退職給付に係る資産 2

   繰延税金資産 3,912

   その他 831

   投資その他の資産合計 259,495

  固定資産合計 260,798

 資産合計 425,362

負債の部  

 流動負債  

  前受収益 17,454

  未払法人税等 1,082

  債務保証損失引当金 ※１  6,050

  その他の引当金 173

  その他 1,660

  流動負債合計 26,420

 固定負債  

  長期借入金 30,000

  長期前受収益 174,287

  その他の引当金 378

  退職給付に係る負債 9

  固定負債合計 204,674

 負債合計 231,095

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 10,703

  資本剰余金 637

  利益剰余金 183,724

  自己株式 △619

  株主資本合計 194,447

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 △179

  その他の包括利益累計額合計 △179

 純資産合計 194,267

負債純資産合計 425,362
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：百万円)

          当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

営業収益 ※１  31,060

営業費用  

 債務保証損失引当金繰入額 1,900

 貸倒引当金繰入額 △630

 給料手当及び賞与 1,675

 その他 4,211

 営業費用合計 7,157

営業利益 23,902

営業外収益  

 受取利息 1,692

 受取配当金 51

 その他 41

 営業外収益合計 1,785

営業外費用  

 支払利息 595

 その他 4

 営業外費用合計 600

経常利益 25,087

特別損失  

 投資有価証券売却損 76

 特別損失合計 76

税金等調整前四半期純利益 25,010

法人税、住民税及び事業税 7,184

法人税等調整額 495

法人税等合計 7,680

四半期純利益 17,330

親会社株主に帰属する四半期純利益 17,330
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：百万円)

          当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 17,330

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 △235

 その他の包括利益合計 △235

四半期包括利益 17,095

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 17,095
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 　 （連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間より、当社の非連結子会社であった株式会社全国ビジネスパートナー、あけぼの債権回

収株式会社、みのり信用保証株式会社及び筑波信用保証株式会社は重要性が増したため、連結の範囲に含めており

ます。

 
(会計方針の変更)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(追加情報)

 (従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

(1) 取引の概要

当社及び一部の連結子会社は、当社の株価や業績と従業員等(当社の従業員並びに一部の連結子会社の取締役

及び従業員を含む。以下同じ。)の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することによ

り、株価及び業績向上への従業員等の意欲や士気を高めるため、従業員等に対して当社の株式を給付するインセ

ンティブ・プラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」(以下、「本プラン」という。)を導入しております。

本プランは、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員等に対し当社株式を給付

する仕組みです。

当社は、従業員等に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたと

きに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員等に対し給付する株式については、予め信託設

定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期連結会計期間172百万円、

64,330株であります。

 
(役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

(1) 取引の概要

当社は、当社取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）の報酬等と当社の業績および株式価値との連動性をよ

り明確にし、取締役が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と

企業価値の増大に貢献する意識を高めるため、取締役に対し、信託を用いた業績連動型株式報酬制度「役員向け

株式交付信託」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）が当社株式を取得

し、当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付さ

れる、という株式報酬制度です。

本制度による報酬の支給は、中期経営計画の期間の間に在任する取締役を対象とします（かかる期間を、以

下、「対象期間」という。）。

かかるポイント付与は、対象期間の間に在任する当社取締役に対して、当社の取締役会が定める株式交付規程

に従い、役位および中期経営計画における計画値の達成度等に応じて行われます。取締役は、原則としてその退

任時に、かかるポイントの累積値に応じた当社株式の交付を受けます。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期連結会計期間444百万円、

84,000株であります。

 

EDINET提出書類

全国保証株式会社(E09753)

四半期報告書

12/20



 

(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

当社は、第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項は以下の通りであります。

 

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　　　４社

　　連結子会社の名称  　 株式会社全国ビジネスパートナー

　　　　　　　　　　　　　あけぼの債権回収株式会社

　　　　　　　　　　　　　みのり信用保証株式会社

　　　　　　　　　　　　　筑波信用保証株式会社

 
２．持分法の適用に関する事項

　　該当事項はありません。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

 
４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

①　満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)によっております。

②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)によっ

ております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法によっております。

②　無形固定資産

定額法(自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法)によっ

ております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

求償債権については、債権の貸倒れによる損失に備えるため、予め定めている償却・引当基準に基づ

き、次の通り計上しております。

求償債権のうち、破産、特別清算等、法的に破綻の事実が発生している債務者(以下「破綻先」とい

う。)に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以下「実質破綻先」という。)に係る債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額等を控除した非保全部分の全額を計上しております。また、現在

は破綻の状況にはないが、今後破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者(以下「破綻懸念先」とい

う。)に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額を控除し、その残額のうち、一定の期間に

おいて内入実績があるなど、個別債務者毎の支払能力を総合的に判断し必要と認める予想損失額を計上し

ております。

求償債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審査管理部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した監査部署が資産査定を監査しており、その結果に基づいて上記の引当を行っております。

長期貸付金については、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、予め定めている償却・引当基準に基づき、次の通り計上しておりま

す。

保証債務のうち、破綻先及び実質破綻先に係る保証債務については、保証債務額から、担保の処分可能

見込額等を控除した非保全部分の全額を計上しております。また、破綻懸念先に係る保証債務について

は、保証債務額から担保の処分可能見込額を控除し、その残額のうち、一定の期間において内入実績があ

るなど、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める予想損失額を計上しております。

上記以外の保証債務については、過去の一定期間における実績率等に基づき計上しております。

保証債務は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審査管理部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した監査部署が資産査定を監査しており、その結果に基づいて上記の引当を行っております。

 
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、企業年金制度については、直近の

年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とし、退職一時金制度については、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現する期間を合理的に見積り、当該期間にわたり均等償却してお

ります。
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(6) 重要な収益及び費用の計上基準

信用保証事業に係る収益の計上基準

債務保証の引受けに伴う収入保証料については、その対価として、保証委託者より、保証開始時に一括し

て、又は保証期間中の各月において保証料を収受しております。一括にて収受した保証料は前受収益として

計上したうえで、保証期間中の各年度において、残債方式(保証債務の想定残高に対して一定の割合を乗じて

収入保証料を算出する方法)により収益を計上しております。各月において収受する保証料については、保証

債務の前月末残高等に対して一定の割合を乗じて収入保証料を算出し、各月に収益を計上しております。

また、当社グループの債務保証の引受けにおいては、保証委託者は原則として団体信用生命保険に加入し

ております。保証委託者の死亡等による履行不能に際して当社グループは団体信用生命保険の保険金をもっ

て金融機関へ代位弁済を行っており、当社グループは生命保険会社に対する団体信用生命保険の取次ぎを

行っております。当該取次ぎに伴う収入保証料については、その対価として、金融機関より、保証期間中の

各月において特約保証料を収受しております。保険は保険会社が提供するところ当社グループの履行義務は

保険会社により保険が提供されるように手配することであり、代理人として取引を行っているため、収入保

証料は対価の純額で収益を計上しております。

 
(7) その他四半期連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、法

人税法に定める繰延消費税等については、長期前払費用（投資その他の資産のその他）に計上し５年間で均

等償却しております。

なお、免税事業者に該当する一部の連結子会社については、税込方式によっております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　偶発債務

保証債務残高は次の通りであります。なお、延滞利息については見積りが不能であるため含めておりません。ま

た、当第３四半期連結会計期間の保証債務残高のうち、一部は推計値であります。

 
当第３四半期連結会計期間

(2022年12月31日)

住宅ローン等に対する保証債務 15,822,470百万円

債務保証損失引当金 6,050 〃

差　引 15,816,420百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　営業収益の季節的変動

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年12月31日)

当社では、生命保険会社に対する団体信用生命保険の取次ぎに伴う収入保証料が第４四半期連結会計期間に集

中するため、第４四半期連結会計期間の営業収益が他の四半期連結会計期間の営業収益と比較して多くなる傾向

にあります。このため、連結会計年度の営業収益に占める第３四半期連結累計期間の営業収益は相対的に少なく

なっております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の通りであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 266百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月17日
定時株主総会

普通株式 9,159 133.00 2022年３月31日 2022年６月20日 利益剰余金
 

(注) 2022年６月17日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株式に

対する配当金９百万円及び役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金11百万円が含まれておりま

す。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの報告セグメントは「信用保証事業」のみであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(2022年12月31日)

１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

 
四半期連結貸借対照表

計上額
時価 差額

国債・地方債等 15,995 17,073 1,078

社債 211,999 202,771 △9,227

その他 4,317 4,103 △214

計 232,311 223,948 △8,363
 

 
２．その他有価証券

(単位：百万円)

 
四半期連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

株式 1,377 1,307 69

債券 935 1,000 △64

その他 5,429 5,686 △257

計 7,743 7,994 △251
 

(注) 非上場株式(四半期連結貸借対照表計上額2,400百万円)及び組合出資金(四半期連結貸借対照表計上額291百万円)

　　 については、市場価格のない株式等であることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 
(収益認識関係)

債務保証契約は金融商品であるため、これに係る取引については「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準 第

29号 2020年３月31日）等を適用しておりません。また、その他の取引で当該会計基準等を適用しているものについて

は重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 252.20円

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 17,330

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

17,330

普通株式の期中平均株式数(株) 68,718,092
 

(注)　１．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)及び役員向け株式交付

　　　　　信託に残存する当社株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除

　　　　　する自己株式に含めております。

　　　　　１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当第３四半期連結累計

　　　　　期間153,130株であります。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年２月６日

全国保証株式会社

取締役会 御中

　

太陽有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 並   木   健   治 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野　　田　　大　　輔 ㊞

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている全国保証株式会

社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、全国保証株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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